
 

『電子帳簿保存法Ｑ＆Ａに ポイント事項追加集約－国税庁』 
 

 国税庁は今般、７月に公表した「電子帳簿保存法一問一答」に対し質問の多かった事項を追加問とし

て整理、集約した。 

 【電子計算機を使用して作成する帳簿書類関係】ダウンロードの求めに応じるための電磁的記録の提

出の際、税務職員が確認可能な状態であれば形式や並び順は問わないが、出力できるファイル形式等

で提供すること。提示・提出までは求めないものの、保存媒体も質問検査権に基づく確認の対象となりう

る（帳追１）。法第８条第４項（過少申告加算税の軽減措置）の規定は、令和４年１月１日以後に国税関係

帳簿の備付けを開始する場合、令和４年分の所得税、令和４年１月１日以後に開始する事業年度の法

人税に適用が可能（帳追３）。【スキャナ保存関係】非改ざん性を完全に証明す

ることはできないため、時刻証明機能を他社へ提供するベンダー企業以外は、

自社システムでタイムスタンプ付与の代替要件を満たすことはできない（ス追

１）。索引簿方式により検索機能を確保する方法はスキャナ保存についても適

用可能。（ス追５）。【電子取引関係】ＥＤＩデータの保存では、例えばＸＭＬデータ

であれば一覧表としてエクセル形式に変換して保存する等、取引内容が変更さ

れる恐れのない合理的な方法で編集されたものは認められる（電取追２）。 

 

『有給取得率アップも日数足踏み 就労条件総合調査結果公表』 

 
 政府は２０２５年までに年次有給休暇取得率７０％を目標としている。厚生労働省では１０月を「年次有

給休暇取得促進期間」とし、有給取得促進に向けた様々な活動を行っているが、思うようには取得率が

向上していないのが現実だ。 

 先日公表された令和３年「就労条件総合調査」によると、労働者一人あたりの有給の平均付与日数は

１７．９日（対前年調査時０．１日減）、うち平均取得日数は前年調査時と変わらず１０．１日となった。平均

取得率でみると、１９８４年以降過去最高となる５６．６％（同０．３％増）となったものの、７０％まではまだま

だ道のりは遠い。業種別に見ると、有給の取得率がもっとも高いのは「電気・ガス・熱供給・水道業」で７３．

３％となっており、この業種だけであれば政府目標に到達していることにな

る。以下、「情報通信業」、「鉱業、採石業、砂利採取業」が続いている。一方、

取得率がもっとも低い業種は「宿泊業、飲食サービス業」で４５．０％。つい

で、「複合サービス業」の４７．７％となった。また、企業規模別に見ると、平均

付与日数、平均取得日数、平均取得率のすべてが企業規模が小さくなれ

ばなるほど低くなっている。中小零細企業での有給取得率向上が政府目

標達成の鍵となるだろう。 
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